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長率は6.2％であった。消費者物価上昇率が 3 月に政府目標の上限である 4 ％を

































































































































































































































































ランガイとラナオ・デル・ノルテ州の 6 町が ARMM に不参加となった経緯があ
る。それでもドゥテルテ大統領は前例と判例を踏襲して下院案を支持した。
　最終的に，ARMM よりも資金力や権限が拡大した自治地域が設置される見込




















ル州サガイ市の砂糖農園で農民らが NPA らしき武装集団に襲撃され， ₉ 人が死
亡するという事件が起きた。なお，選挙が近くなると NPA による恐喝事件が多
発することから，政府は11月，NPA 監視と治安維持を目的にビサヤの 4 州に国
軍・警察の追加派兵を指示した。そして12月，CPP/NPA の活動を強く警戒する
国軍の進言により，共産主義勢力との戦闘終結を目指すタスクフォースの設置を




































消費者物価上昇率は年平均5.2％で，政府目標の 2 ～ 4 ％を大きく超えた。月別































































　消費者物価上昇率が 3 月に目標上限の 4 ％を超え，その後さらに上昇を続ける
なか，フィリピン中央銀行は 5 月から政策金利を 5 回連続して引き上げた。年初
から3.0％であった翌日物借入金利（逆現先レート）を 5 月に3.25％へ引き上げると，





























































対 外 関 係
首脳外交
　ドゥテルテ大統領は，ASEAN 関連首脳会議でシンガポールとインドネシアを，
インド ASEAN 首脳会議でインドを，そして APEC 首脳会議でパプアニューギニ
アを訪問した。一連の会議では安倍首相をはじめ，他国の首脳とも会談を行った。
3 月にオーストラリアで開催された豪 ASEAN 首脳会議は，「国軍士官学校卒業
式に出席するほうを優先する」として欠席した。

































































































































19人を任命。その後， 2 月20日に 1 人， 4 月


















15日 ▼金融委員会，預金準備率を 1 ㌽引き












20日 ▼ 財務局，初めてのパンダ債， 2 億
3000万㌦相当を中国で発行。
















































24日 ▼金融委員会，預金準備率を 1 ㌽引き




6 月 3 日 ▼ ドゥテルテ大統領，韓国訪問（～
5 日）。文在寅大統領と会談。


























































































10月 1 日 ▼比米両軍による共同訓練「カマン
ダグ」開始（～10日）。日本の陸上自衛隊・水
陸機動団も参加。
























































12日 ▼ ドゥテルテ大統領，ASEAN 首脳会
議出席のためシンガポール訪問（～16日）。続



















































































































大統領 Rodrigo Roa Duterte
副大統領 Maria Leonor G. Robredo
大統領府
官房長官 Salvador C. Medialdea
コミュニケーション・オペレーション長官
 Martin M. Andanar
大統領スポークスパーソン（首席法律顧問兼
務） Salvador S. Panelo
内閣担当長官 Karlo Alexei B. Nograles
大統領和平プロセス顧問 Carlito Galvez
国家安全保障顧問 Hermogenes C. Esperon Jr.
各省長官
外務長官 Teodoro Locsin Jr.
財務長官 Carlos G. Dominguez III
予算行政管理長官 Benjamin E. Diokno
内務自治長官 Eduardo Año
国防長官 Delfin N. Lorenzana
司法長官 Menardo Guevarra
農地改革長官 John R. Castriciones
農業長官 Emmanuel F. Piñol
環境天然資源長官 Roy A. Cimatu
観光長官 Bernadette Romulo-Puyat
貿易産業長官 Ramon M. Lopez
運輸長官 Arthur P. Tugade
通信長官 Gregorio B. Honasan II
公共事業道路長官 Mark A. Villar
エネルギー長官 Alfonso G. Cusi
社会福祉開発長官 Rolando Bautista
保健長官 Francisco T. Duque, III
労働雇用長官 Silvestre H. Bello III
教育長官 Leonor M. Briones
科学技術長官 Fortunato T. Dela Peña
国家経済開発庁長官 Ernesto M. Pernia
その他主要政府機関ポスト
国軍参謀総長 Benjamin Madrigal Jr.
国家警察長官 Oscar Albayalde
国家捜査局長 Dante A. Gierran
検事総長 Jose C. Calida
中央銀行総裁 Nestor A. Espenilla, Jr.
証券取引委員会委員長 Emilio B. Aquino
憲法規定委員会
公務員委員長 Alicia Dela Rosa-Bala
選挙委員長 Sheriff M. Abas
会計検査委員長 Michael G. Aguinaldo
人権委員長 Jose Luis Martin C. Gascon
オンブズマン Samuel R. Martires
議会
上院議長 Vicente C. Sotto III
　副議長 Ralph G. Recto
　多数派院内総務 Juan Miguel F. Zubiri
　少数派院内総務 Franklin M. Drilon
下院議長 Gloria Macapagal-Arroyo
　副議長（14人）
Rose Marie J. Arenas，Mercedes K. Alvarez，
Randolph S. Ting，Raneo E. Abu，
Prospero A. Pichay Jr.，
Mylene J. Garcia-Albano，Arthur C. Yap，
Pia S. Cayetano，Sharon S. Garin，
Munir M. Arbison，Ferdinand L. Hernandez，
Frederick F. Abueg，Evelina G. Escudero，
Linabelle Ruth R. Villarica
　多数派院内総務 Rolando Andaya Jr.
　少数派院内総務 Danilo E. Suarez
司法













2013 2014 2015 2016 2017 2018
人 口（100万人）1） 98.2 99.9 101.6 103.2 104.9 106.6
労 働 力 人 口（100万人）2） 41.0 41.4 41.3 43.4 42.8 43.4
失 業 率（％）2） 7.1 6.6 6.3 5.4 5.7 5.3
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）3） 2.6 3.6 0.7 1.3 2.9 5.2
為 替 レ ー ト（ 1ド ル ＝ ペ ソ ） 42.45 44.40 45.50 47.49 50.40 52.66
（注）　 1 ）中位推計による。 2 ）2018年は暫定値。 3 ）2018年 3 月より基準年を2006年から2012年に変更。
（出所）　Philippine Statistics Authority（PSA），Bangko Sentral ng Pilipinas（BSP）．
　 2 　支出別国民総所得（名目価格） （単位：100万ペソ）
2013 2014 2015 2016 2017 2018
個 人 消 費 支 出 8,463,826 9,167,580 9,825,883 10,672,797 11,613,430 12,866,315
政 府 消 費 支 出 1,250,814 1,334,267 1,455,783 1,619,639 1,789,743 2,089,658
総 資 本 形 成 2,309,530 2,596,761 2,826,185 3,534,428 3,972,403 4,710,854
固 定 資 本 2,380,323 2,611,521 2,929,032 3,568,233 3,956,353 4,707,852
在 庫 増 減 -70,793 -14,760 -102,847 -33,805 16,051 3,002
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 3,232,795 3,652,888 3,782,890 4,069,198 4,892,297 5,401,097
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 3,718,554 4,113,553 4,568,699 5,416,117 6,461,514 7,578,669
国 内 総 生 産（GDP） 11,538,410 12,634,187 13,322,041 14,479,945 15,806,359 17,422,819
海 外 純 要 素 所 得 2,480,580 2,676,779 2,792,365 2,950,394 3,200,314 3,461,800
国 民 総 所 得（GNI） 14,018,990 15,310,966 16,114,406 17,430,338 19,006,673 20,884,620
（注）　統計誤差を除く。
（出所）　PSA.
　 3 　産業別国内総生産（実質：2000年価格） （単位：100万ペソ）
2013 2014 2015 2016 2017 2018
農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業 706,957 718,797 719,742 710,926 739,029 744,814
鉱 業 ・ 採 石 72,893 81,695 80,500 83,106 86,222 87,121
製 造 業 1,538,912 1,666,514 1,760,989 1,885,514 2,043,118 2,142,456
建 設 業 381,747 409,277 456,932 512,113 539,267 625,228
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 225,516 233,781 246,990 269,301 278,497 293,196
運 輸 ・ 倉 庫 ・ 通 信 業 505,415 538,044 581,289 611,902 636,577 669,230
卸 売 ・ 小 売 業 1,121,102 1,185,810 1,270,526 1,367,438 1,467,855 1,553,736
金 融 ・ 保 険 業 480,683 515,484 546,714 590,112 635,064 679,922
不動産・管理・支援サービスなど 739,025 798,081 854,747 930,685 999,493 1,047,219
公 務 282,323 293,850 297,449 318,540 343,251 393,474
教育・宿泊・飲食サービス業・保健衛生・社会事業など 696,058 724,144 784,297 843,105 897,335 966,720
国 内 総 生 産（GDP） 6,750,631 7,165,478 7,600,175 8,122,741 8,665,708 9,203,113





2013 2014 2015 2016 2017 2018
経 常 収 支 11,384 10,756 7,266 -1,199 -2,143 -7,879
貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支 -10,647 -12,754 -17,854 -28,506 -31,522 -38,543
貿 易 収 支 -17,662 -17,330 -23,309 -35,549 -40,215 -49,036
輸 出 44,512 49,824 43,197 42,734 51,814 51,674
輸 入 62,174 67,154 66,506 78,283 92,029 100,710
サ ー ビ ス 収 支 7,015 4,576 5,455 7,043 8,693 10,493
第 一 次 所 得 収 支 957 727 1,857 2,579 3,226 3,844
第 二 次 所 得 収 支 21,073 22,782 23,263 24,728 26,153 26,820
資 本 移 転 等 収 支 134 108 84 62 69 65
金 融 収 支 2,230 9,631 2,301 175 -2,798 -7,832
直 接 投 資 -90 1,014 -100 -5,883 -6,952 -5,854
証 券 投 資 -1,001 2,708 5,471 1,480 2,454 858
金 融 派 生 商 品 -88 4 6 -32 -51 -53
そ の 他 投 資 3,410 5,905 -3,076 4,610 1,750 -2,783
誤 差 脱 漏 -4,202 -4,091 -2,433 274 -1,588 -2,324
総 合 収 支 5,085 -2,858 2,616 -1,038 -863 -2,306
（注）　2016年と2017年は修正値，2018年は暫定値。
（出所）　BSP.
　 5 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2016 2017 2018
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
％ ％ ％ ％ ％ ％
ア メ リ カ 8,851 15.4 7,576 9.0 9,661 14.1 7,784 8.1 10,543 15.6 7,814 7.2 
日 本 11,670 20.3 9,882 11.7 10,853 15.8 10,912 11.4 9,474 14.0 10,549 9.7 
中 国 6,373 11.1 15,565 18.5 8,017 11.7 17,464 18.2 8,699 12.9 21,394 19.6 
韓 国 2,182 3.8 5,568 6.6 4,334 6.3 8,465 8.8 2,542 3.8 11,162 10.2 
香 港 6,617 11.5 2,492 3.0 9,024 13.1 2,715 2.8 9,554 14.2 3,020 2.8 
台 湾 2,127 3.7 5,185 6.2 2,451 3.6 5,090 5.3 2,473 3.7 5,443 5.0 
A S E A N 8,630 15.0 22,041 26.2 10,095 14.7 25,215 26.2 10,741 15.9 27,198 25.0 
インドネシア 628 1.1 4,608 5.5 724 1.1 6,352 6.6 866 1.3 6,400 5.9 
マレーシア 1,208 2.1 3,390 4.0 1,714 2.5 3,785 3.9 1,930 2.9 4,069 3.7 
シンガポール 3,824 6.7 5,464 6.5 3,973 5.8 5,599 5.8 4,234 6.3 6,018 5.5 
タ イ 2,184 3.8 6,578 7.8 2,741 4.0 6,759 7.0 2,717 4.0 7,608 7.0 
オーストラリア 520 0.9 924 1.1 453 0.7 1,729 1.8 429 0.6 1,420 1.3 
E U 6,970 12.1 6,743 8.0 9,607 14.0 6,644 6.9 8,824 13.1 8,359 7.7 
そ の 他 3,466 6.0 8,132 9.7 4,218 6.1 10,075 10.5 4,209 6.2 12,569 11.5 
合 計 57,406 100.0 84,108 100.0 68,713 100.0 96,093 100.0 67,488 100.0 108,928 100.0 
（注）　2017年は修正値，2018年は暫定値。ASEAN は 4 カ国以外にブルネイ，ラオス，ミャンマー，ベ
トナム，カンボジアを含む。
（出所）　BSP.
